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建築用及び船舶用部材の遮音性能評価方法と事例紹介 

－国際規格に対応した製品開発支援に向けて－ 

 
 ○渡辺  茂幸 *1) 

 
1．はじめに  
 近年、国内外問わず、住宅などの生活環境はもとより、オフィスや工事現場・工場など

の作業環境においても静かな音環境が求められている。静かな音環境を実現するためには、

余計な騒音の出入りを抑えることが重要であるため、都産技研には、建築用及び船舶用の

様々な製品・材料の遮音性能測定に関する相談・依頼が多数寄せられる。本稿では、遮音

性能測定に関する支援事例を報告する。  
 
2．支援事例  
(１) 依頼試験（音響透過損失測定） 

都産技研では、国内において希少な ISO 及び

JIS に準拠したタイプⅡ試験室を使用して、遮

音性能の一つの指標である音響透過損失の測定

を行っている。結合残響室（タイプⅠ試験室）

では、試料の物性値的な遮音性能が分かるのに

対して、タイプⅡ試験室は、試料を使用した際

の実態に即した遮音性能が分かるのが特徴であ

る。主な依頼品としては、住宅の界壁、間仕切

壁及びドア・窓、高速道路用防音パネル、船舶

内居住区用壁パネル及び居住区用ドアなどがあ

る(図 1、図 2)。特に船舶用部材は IMO の船内

騒音コード改正に伴い、 ISO に準拠した音響透

過損失測定が義務付けられるため、依頼が多く

寄せられている。  
 

(２) 実地技術支援（工場の騒音防止対策支援） 
 金網製織工場の改修工事の騒音防止対策につ

いて相談を受けて、図 3 に示すとおり、現場の

状況確認及び騒音測定から改修後の騒音測定に

至るまでの一貫した技術支援を行った。壁部分

への増し張りや窓・扉・シャッターなどの遮音

欠損箇所への騒音防止対策を行った結果、工場

からの騒音を約 15dB 低減でき、また、敷地境

界での騒音レベルは、50dB 以下となり、依頼者

も満足のいく結果となった。  
 
3．今後の展開  

上述のような大規模な遮音性能測定だけでな

く、音響管などを使用した小試料での遮音性能

測定も対応可能である。また、今後は音響シミュ

レーションソフトを活用した設計段階における

技術支援も行っていく予定である。  
 

*1)光音技術グループ  

 
図 1. ガラス製間仕切壁(試験室内) 

 

 

図 2. 船舶居住区用ドア(試験室内) 

 

① 技術相談

② 現場状況確認（都産技研職員）

③ 工場内外の騒音測定

④ 現場状況確認（アドバイザ派遣）

⑤ 騒音測定結果の分析、遮音欠損箇所の特定

⑥改修工事に関する提案

・使用する遮音材、吸音材の選定

・改修後の防音効果の予測

⑦ 施工業者からの改修案への助言

-------工場の改修工事-------

⑧ 改修後の騒音測定

⑨ 結果報告  
図 3. 現場での技術支援の流れ

①技術相談 

②現場状況確認(都産技研職員) 

③工場内外の騒音測定 

④現場状況確認(アドバイザー派遣) 

⑤騒音測定結果の分析、遮音欠損箇所の特定 

⑥改修工事に関する提案 

 ・使用する遮音材、吸音材の選定 

 ・改修後の防音効果の予測 

⑦施工業者からの改修案への助言 

-------工場の改修工事------ 

⑧改修後の騒音測定 

⑨結果報告 
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表 1. 校正範囲と最高測定能力 

校正区分  
の呼称  

種類  
校正  
範囲  

最高測定能力

（信頼性の  
水準約 95%）

直流・低周波

測定器など  
直流抵抗

1Ω  
100Ω  
10kΩ  

2.6 ppm 
2.8 ppm 
2.7 ppm 

表 2. 不確かさ要因  

分類  要因  評価方法  
測定比のばらつき  測定  
DMM の入力抵抗  事前  
DMM の分解能  事前  

抵抗比  

測定回路の電気絶縁  事前  
標準抵抗器の校正値  事前  
標準抵抗器と被校正器の

温度差  
事前  

標準抵抗器と被校正器の

消費電力差  
事前  

標準抵抗器

経年変化  事前  

都産技研における JCSS 校正（直流抵抗器）  
 

 ○佐々木  正史 *1)、沼尻  治彦 *1)、水野  裕正 *2) 
 
1．目的・背景  
 現在、産業界において、国内競争力の向上や海外への輸出など製品の信頼性向上のため、

ISO9000 シリーズをはじめとする各種規格の取得とマネジメントシステムの維持管理に力

を入れているが、その審査基準の中には、国家標準へトレーサブルな計測器を使用してい

ることが求められる。都産技研も以前より校正事業を行ってきたが、それに加えて校正試

験の品質・信頼性の向上を目的とした活動を行っている。そこで、平成 18 年度から

ISO/IEC17025 に準拠した品質システムに基づいた校正事業者である JCSS （計量法校正事

業者登録制度）登録認定を受けた。その後、本部移転に伴う再登録とともに、さらに信頼

性を向上させるため、不確かさの低減及び範囲拡大を実現した。本稿では、JCSS 登録認定

における電気区分の取り組みについて述べる。  
 
2．不確かさ評価  
（１）不確かさ要因  

現在、都産技研の電気区分においては、

表 1 に示す範囲において登録認定を受け

ている。JCSS 事業者として、ISO/IEC17025
に準拠した品質システムを構築し、それ

に従った運営が重要となる。また、技術

的要求事項として一つのキーとなるのが、

校正手順に応じた不確かさの算出方法と

不確かさ評価である。都産技研の直流抵

抗器校正は、特定二次標準器を基準とし、

ディジタルマルチメータ（DMM）を用い

た抵抗比校正法を行っており、その不確

かさとしては、表 2 に示す要因を挙げて、

評価を行っている。  
 

（２）不確かさと最高測定能力  
上記で述べた不確かさ要因について評

価を行い、さらにその結果について妥当

性の確認を行った上で、最高測定能力が

1 Ω で 2.6ppm、100Ω で 2.8ppm、10 kΩ
で 2.7ppm（ k＝2、信頼性の水準約 95%）

となった。  
 

（３）不確かさ低減と範囲拡大  
JCSS 事業開始時は、1Ω、10kΩ について最高測定能力 3ppm として認定を受けていたが、

過去のデータの積み重ねにより、測定能力の裏付けが取れたことで本部移転後の再登録に

て不確かさ低減が可能となった。また、従来から一般校正試験を行い、データの蓄積があ

る 100Ω についても範囲を拡大して登録認定を受けることができた。  
 

3．今後の展開  
JCSS 登録認定を受け、JCSS 校正証明書の発行が可能となった。都産技研の JCSS 登録認

定については、国際 MRA 認定を受けているため、企業の海外展開時の信頼性の裏付けと

してワンストップで利用することができる。今後もお客さまのニーズに応え、JCSS 登録認

定の範囲拡大を視野に入れ、さらに信頼性を向上させた校正事業を目指して活動していく

予定である。  
 

*1)実証試験セクター、 *2)技術経営支援室  
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